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 米アンソロピックCEOのダリオ・アモデイ氏がAI開発の減速を呼びかけ、需要減速の懸念が浮上

 AIの規制圧力や安全性懸念は想定済みであり、AIの中長期的な見方には変更がない見込み

 AIは企業の生産性向上や新サービス創出を支える基盤技術であり、依然として成長が期待される

※上記はフィデリティ・インベスメンツによる作成時点の見解であり、今後予告なく変更されることがあります。

出所：フィデリティ投信、各種資料をもとに明治安田アセットマネジメント作成

米アンソロピックCEOのダリオ・アモデイ氏は9月中旬に「We Must Pace the Frontier」と題するブログを

公表し、その中で【AI企業に独立した評価者を常駐させること】【AI開発企業が共同で安全基準を策定すること】

【国際的な協力の枠組みを構築すること】を提唱しました。

これを受け、市場ではAI開発競争のペースが鈍化するとの見方が広がり、GPU(画像処理装置)などの半導体需

要やデータセンター投資の伸びが抑制されるとの懸念から、半導体を含むAI関連銘柄の株価が下落しました。

米国の未上場企業。元OpenAIの主要メンバーにより2021年創業。対話型AIのClaudeを開発。

「先進的なAIの責任ある開発と維持を、人類の長期的な便益のために行うこと」という公益目的の追求も義務
とする法人形態。AIの安全性と研究を軸に、信頼性・解釈可能性・制御性の高いAIシステムの開発を行う。

アンソロピック
とは？

 AI成長ストーリーに変更はない見込み

AIの規制圧力や安全性懸念を巡る議論の高まりは以前から想定されており、今回の発言によってAIの中長期

的な成長見通しが大きく変わるものではないと考えています。

AIが今後も企業の生産性向上や新たなサービス創出を支える重要な基盤技術であるとの認識に変わりはなく、

中長期的な成長見通しについても引き続き強気な見方を維持しています。 

 半導体セクター全体も持続的な成長が期待

半導体セクター全体では、依然として多くの企業が高い成長を続けています。しかし、一部企業では値上げによ

る利益拡大の寄与も大きく、現在の収益環境が永続するとは限らないとの見方もあります。

一方で、先端半導体の受託製造などの分野では、優れた技術力や強固な顧客基盤を背景に高い競争優位性を

維持している企業も存在します。こうした企業は短期的な利益の最大化を追求するのではなく、顧客との長期

的な関係構築を重視しており、持続的な成長が期待されます。また、AI関連企業への投資機会も今後変化して

いく可能性があります。

 今後の投資機会は拡大、銘柄選定が重要に

生成AIの普及とともにCPUやメモリの重要性も広く認識されるようになっています。今後はさらに投資家の関

心領域は広がり、AI関連産業のさまざまな分野に投資機会が拡大していくと考えています。 

足元のAI関連株式および半導体株式の調整は、AIの中長期的な成長見通しが否定されたものではなく、一部で

利益確定の動きが強まったことも影響したと考えられます。AIは依然として魅力的な中長期テーマである一方、

投資対象としては従来以上に銘柄選別が重要になるとみています。今後はAI関連産業全体の構造変化を見極め

ながら、競争優位性を有する企業を選別していくことが重要と考えています。

発端は米アンソロピックCEOの「AI脅威論」

フィデリティが見る、今後の半導体関連株式のゆくえ
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